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研究要旨 
 本研究の目的は、慢性痛及び難治性疼痛に対する学際的アプローチの有効性と必要性を明ら
かにするために、その介入効果を多面的に評価することである。慢性の痛みを主訴に受診した
患者5名に対して、介入開始時にBPI（簡易疼痛質問票）、PDAS（生活障害度）、 HADS（不安・
抑うつ）、PCS（破局的思考）、PSEQ（自己効力感）、EQ-5D（健康関連QOL）による評価を行った。
結果として、BPIと PDASの関連が示唆された。今後、統計学的に関連性を明らかにするために
対象者を増やして検討していく必要がある。 

 
Ａ．研究目的 
慢性痛及び難治性疼痛の診療および研究に

おいては、個々の疾患分野や医療職種に限定
されない学際的なアプローチが求められてい
る。佐賀大学医学部附属病院においては痛み
センターチームを組織し、痛みの緩和を専門
とする麻酔科ペインクリニック医（2人）だ
けでなく整形外科医（1人）、神経内科医（1
人）、精神神経科医（2人）、さらには臨床心
理士（1人）、理学療法士（1人）も含めた多
職種で学際的カンファレンスを月に1回行い、
通常の診療システムでは治らない慢性痛患者
の治療方針を決定している。 
本研究では、慢性痛及び難治性疼痛に対す

る学際的アプローチの有効性と必要性を明ら
かにするために、その介入効果を多面的に定
量化することを目的とする。 
 
Ｂ．研究方法 
本研究は、2017年7月3日以降に慢性的な

痛みを主訴として当院のペイン外来を受診し
た患者5名（目標は20名）を対象とした。痛
みの評価にはBPI（brief pain inventory）、
痛みに伴う生活障害の評価にはPDAS（Pain 

Disability Assessment Scale）を用い、不安・
抑うつの評価には HADS（Hospital Anxiety 
and Depression Scale）、痛みの破局的思考の
評価にはPCS（Pain Catastrophizing Scale）、
痛みに対する自己効力感の評価にはPSEQ
（Pain Self-Efficacy Questionnaire）、健康
関連QOLの指標としてはEQ-5D（EuroQol 5 
Dimension）を用いた。 
 本研究は、佐賀大学医学部附属病院臨床研
究倫理審査委員会での承認を受けて実施し、
研究の参加に関しては外来に研究内容を掲示
し、参加を拒否できる機会を与えた。 
 
Ｃ．研究結果 
現在、実施中の研究であり、今年度は対象

者が5名しか集まらず、統計解析をするには
不十分なサンプルサイズであったため、散布
図を作成し、各尺度と痛みとの関連の傾向を
みるにとどまった。 
結果としては、痛みの評価尺度であるBPI

は PDASにおいてのみ関連がある可能性が示
唆された（図1）。一方で、その他の尺度との
関連は示唆されなかった。 
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Ｄ．考察 
慢性痛は何らかの悪循環が生じてしまうこ

とで痛みが遷延化している状態といえる。そ
して、慢性痛の悪循環が生じる構造としては
Fear-avoidance modelが知られており、痛み
に対する不安や恐怖の回避行動として安静に
過ごすことで活動量が低下してしまうことが
痛みを慢性化することも明らかになっている。
つまり、痛みが生活障害を引き起こす一方で、
生活障害の程度が強くなることで、さらに痛
みが維持されてしまうと考えられているので
ある。 
本研究でBPIとPDASとの関連が示唆された

ことは、慢性痛のFear-avoidance modelを踏
襲している。また、そこでの悪循環を断ち切
るためには、可能な限り患者の活動度を上げ、
痛みを抱えながらも以前の日常生活に戻れる
ような治療や支援が必要であり、学際的なア
プローチが求められる。 
ただし、本研究は統計学的に関連性を明ら

かにするにはまだ対象者数が少なすぎる。そ
のため、引き続き対象者を増やし、BPIと PDAS
との関連を再検討する必要がある。それと同
時に、PDAS以外の各尺度と痛みとの関連も検
討する必要がある。また、学際的アプローチ
の介入効果を検討するためには、介入開始時
の評価だけでなく、介入後の評価との比較検
討も必要である。 
 
Ｅ．結論 
慢性痛および難治性疼痛の患者に対して学

際的アプローチの開始時に痛みだけでなく心
理・社会面も含めた多面的な評価を行った。
その結果、痛みと日常生活の支障度が関連し

ている可能性が示唆された。ただし、まだ研
究途中であり、今後は対象者数を増やして検
討していく必要がある。 
 
Ｆ．健康危険情報 
総括研究報告書にまとめて記載。 

 
Ｇ．研究発表 
1.論文発表 
なし 

2.学会発表 
なし 

 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含
む。） 
1.特許取得 
なし 

2.実用新案登録 
なし 

3.その他 
なし 

 

 
 

 
 



131 
 

 
 

 
 

 
 


